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Ⅰ　趣旨
門真市（以下「発注者」という。）の委託する門真市水道料金等収納業務（以下「委託業務」という。）は、委託業務の受付業務から水道料金システムの運用を含め料金の収納に関する業務について、民間の創意工夫及びノウハウを活用し、効率的かつ経済的に実施するため、公募型プロポーザル方式により民間事業者（以下「事業者」という。）に委託するものです。

なお、水道料金システム等は事業者がその業務遂行に必要なツールとして持ち込んでいただくこととします。

委託業務について提案をする事業者は、提案募集説明書の内容を踏まえ、専門性に優れた効果の高い具体的提案書を提出してください。

Ⅱ　対象業務の概要
１　業務名
門真市水道料金等収納業務
２　業務の対象事業
水道事業及び下水道事業（料金の併徴収）
３　委託期間
令和７年10月1日から令和12年９月30日まで

ただし、契約締結の日から令和７年９月30日までの期間は委託業務の引継ぎ、研修及び水道料金システム等の構築など、委託業務を開始するための準備を完了させるものとします。

４　業務等の範囲・内容
1 　委託業務の範囲
事業者が実施する委託業務の範囲は、概ね次のとおりとし、詳細及び処理手順等は別に定める「水準書」に従い実施するものとします。

１　窓口及び電話等受付業務

２　量水器点検（検針）業務
３　再検針業務

４　量水器取り付け、引き上げ業務
５　調定及び調定更正業務

６　収納業務

７　精算業務
８　開閉栓業務
９　滞納整理業務
10　給水停止業務
11　水道料金システム運用業務

12　発注者に対する情報提供

13　データ入力及び各種帳票発行業務
14　業務引継

15　稼働準備
16　協議・その他
⑵　履行場所
門真市内全域及び発注者の指定する区域
⑶　委託業務実施上の条件
事業者は、水道法等関係法令を遵守し実施するものとします。
ア　事業者は、水道法、地方公営企業法、門真市水道条例、門真市個人情報保護条例、その他の関係法令等を遵守すること。
イ　事業者は、発注者の指定する場所に営業窓口を設置し、責任者を配置すること。なお、必要に応じて、門真市環境水道部泉町浄水場「以下、浄水場」以外の場所に営業窓口を設置することができる。
ウ　事業者は、業務に精通する者を責任者として配置するとともに従業員を指揮監督及び服務規律を遵守させ、業務の実施に必要な事項について従業員を教育すること。
エ　事業者は、水道料金システム運用業務に関し、令和７年９月30日までにシステム開発など電算の稼動に必要な体制を構築・検証すること。また、業務の実施にあたって、水道料金システム等の運用、管理、保守に精通した従業員を配置するなど、トラブルの発生を防止すること。なお、事業者は履行期間満了時には、新規の受注事業者の業務に支障をきたさないよう、事業者の水道料金システム等の説明並びにデータ及び運用に関する情報の引継ぎを無償で行うこと。
オ　事業者は、知り得た情報を他に漏らさず、自己の利益のために利用せず、また委託業務の目的以外に許可なく持ち出すことなく、適正に管理すること。
力　事業者は、委託業務の円滑な実施に必要な業務の引継ぎを業務開始までに行うこと。
⑷　費用負担
委託業務の実施に要する費用は、別に定めるものを除き事業者の負担（委託業務の実施にあたって、浄水場内に事務所及び駐車場が必要な場合は、発注者が定める使用料等）とします。
５　提案限度価格（消費税及び地方消費税含む。）
限　度　額　 
令和７年度　 92,972,000円
令和８年度　186,637,000円

令和９年度　189,409,000円

令和10年度　190,333,000円
令和11年度　193,006,000円
令和12年度　 96,844,000円
Ⅲ　企画提案募集要領
１　事業者選考方法
事業者の募集及び選定は、公募型プロポーザル方式によるものとします。
２　公募型プロポーザル方式に参加する者に必要な資格

⑴　地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。

⑵　民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項又は第２項の規定による再　生手続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法第33条第１項の再生手続開始の決定を受けた者については、その者に係る同法第174条第１項の再生計画認可の決定が確定した場合にあっては、再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。

⑶　会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項又は第２項の規定による更　生手続開始の申立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件（以下「旧更生事件」という。）に係る同法による改正前の会社更生法（昭和27年法律第172号。以下「旧法」という。）第30条第１項又は第２項の規定による更生手続開始の申立てを含む。以下「更生手続開始の申立て」という。）をしていない者又は更生手続開始の申立てをなされていない者であること。ただし、同法第41条第１項の更生手続開始の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含む。）を受けた者については、その者に係る同法第199条第１項の更生計画の認可の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生計画認可の決定を含む。）があった場合にあっては、更生手続開始の申立てをしなかった者又は更生手続開始の申立てをなされなかった者とみなす。
⑷　本市の令和６年度一般委託入札参加資格者名簿に業種｢検針・収納業務」で登録している業者。
　　⑸　門真市水道事業建設工事等入札参加停止に関する要綱（平成25年４月１日施行）に基づく指名停止措置期間中でないこと。

⑹　門真市暴力団排除条例 （平成24年３月27日門真市条例第２号）に基づく指名除外を受けていないこと。
⑺　過去５年（令和元年度から令和５年度）の間に全国で25,000戸以上の同種業務（水道料金システム等を持込み、各種受付、検針及び料金徴収業務）の一括元請実績があること。
⑻　プライバシーマーク又はISMSの情報セキュリティ関連認証を取得していること。

３　スケジュール　※スケジュールは変更になる可能性があります。

	項目
	期日
	備考

	1   公募型プロポーザル実施の公告
	令和６年８月28日（水）

	ＨＰに掲載

	2 　本プロポーザルに関する質問受付
	令和６年８月28日（水）から
令和６年９月９日（月）まで
	メールのみ
電話不可

	3 　質問に対する回答
	令和６年９月12日（木）まで
	ＨＰに掲載

	4 　参加申込書等の提出期間
	令和６年８月28日（水）から
令和６年９月19日（木）まで
	

	5 　参加資格結果通知書の通知
	令和６年９月25日（水）
	電子メール

	6 　提案書の提出期間
	令和６年９月25日（水）から
令和６年10月11日（金）まで
	

	7 　提案書に基づくプレゼンテーションの実施
	令和６年10月22日（火）
	

	8 　提案書の審査結果通知・公表
	令和６年10月下旬
	電子メール
ＨＰ掲載

	9 契約締結
	令和６年12月頃
	


４　参加申込み手続き等

1 　提出期間
令和６年８月28日（水）から令和６年９月19日（木）午後５時30分必着
2 　提出先

門真市泉町７番23号　門真市環境水道部お客さまセンター料金Ｇ
（泉町浄水場２階）
3 　提出方法
持参又は郵送（書留郵便に限る。）
4 　提出書類
下記により参加申込書等を作成してください。なお、提出書類はA4サイズ縦でお願いします。
ア　プロポーザル方式参加申込書（ｐ19 様式２）
イ　会社概要

資本金、社員数、就業規則、給与規程（具体的金額が分かるもの）及び経
営状況(前３年間の財務諸表等) 

ウ　業務実績調書（ｐ20 様式３）

　　水道料金等徴収業務受託事業体が多数ある場合、行数を追加するなど書式を変更して頂くかまたは、本件類似業務（水道料金システム構築運用を包括した徴収業務全面委託）に絞って記載して頂いても差し支えありません。
エ　誓約書（A4　１枚）

　　　　暴力団排除に関する誓約書の提出（ｐ22 様式５）

　　　オ　プライバシーマーク又はISMSの情報セキュリティ関連認証を取得していることを証明できる書類の写し等を提出してください。
５　質疑の受付・回答
⑴　質問方法
質問書（ｐ19 様式１）に必要事項を記載のうえ、令和６年９月９日（月）までにお客さまセンターへ電子メールにより提出すること

（Ｅメール：sui02@city.kadoma.osaka.jp)
⑵　回答方法
質問に対する回答は、令和６年９月12日（金）までに随時本市ホームページにより回答します。なお、電話等による問い合わせには応じません。

６　参加資格確認結果通知の交付
　　提出書類に基づき審査した結果、参加資格要件を満たすと認めたものをプレゼ
　　ンテーション選定の対象者とし、令和６年９月25日（水）に参加資格審査結果通
　　知書（様式６）を電子メールにて通知します。
　　なお、通知を受けてからプレゼンテーション審査日までに、門真市建設工事等入札参加停止に関する要綱の入札参加停止措置要件又は、門真市公共工事等に関する暴力団排除措置要綱の入札参加除外措置要件に該当した場合は、参加できません。

７　企画提案書の提出
1 提出期間
令和６年９月25日（水）から令和６年10月11日（金）午後５時30分必着
なお、参加申込書の提出以後に、辞退する場合は取下書（ｐ27　様式８）を提出すること。
2 提出先
門真市泉町７番23号　門真市環境水道部お客さまセンター料金Ｇ
（泉町浄水場２階）
3 　提出方法
持参又は郵送（書留郵便に限る。）
4 　提出部数
関係書類一式各９部(正本１部、副本８部)
ただし、提案価格は１部で構いません。
⑸　提出書類
下記により提案書等を作成し、内容はわかり易く簡潔に記述するとともに、必要に応じ参考資料を添付してください。なお、提出書類はA4サイズ縦でお願いします。
ア　提案書
提案内容については、要点を的確に整理してください。また、提案書には下記、「Ⅳ提案の審査、契約」内の「２　評価項目及び配点」の①から⑲までの項目及び「３　評価の着眼点」の審査ポイントについて記載してください。
イ　提案価格（A4　１枚）
見積内訳書（ｐ21 様式４）を提出してください。
⑹　提案書提出者の失格又は無効
次のいずれかに該当する場合は失格又は無効とします。
ア 会社更生法を申請するなど契約の履行が困難と認められる場合

イ 審査の公平性に影響を与える行為があった場合

ウ 書類の提出が期限を過ぎた場合

エ 参加申込書、業務提案書、その他プロポーザルに関連して提出する書類に虚偽の内容を記載した場合

オ 提案額が限度額を超えた場合

⑺　その他
ア　提出された提案書は、原則として返却しません。
イ　発注者が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。
ウ　提出された書類は、必要な範囲で複製を作成することがあります。
エ　提出書類は、門真市情報公開条例（平成11年12月22日門真市条例第13号）に基づく開示請求により開示する場合があります。
オ　提案書の内容は、特別な場合を除き変更できないものとします。
６　提案書の説明等
提出された提案書に基づいて、門真市水道料金等収納業務委託プロポーザル審査委員会（以下「審査会」という。）に対しプレゼンテーションを実施してください。また日程、場所等の詳細については、別途通知します。なお、出席者は７名以内とし、配置予定社員を同席させてください。
７　その他
1 　事故又は不正な行為及び発注者の事情等により委員会が認めるときは、プロポーザルを中止または実施スケジュールを変更することあります。
⑵　プロポーザル参加者が行う参加申込書、提案書の作成及び提出に関する諸費用、そのほか一切の費用については、参加者の負担とします。
Ⅳ　提案の審査、契約
１　審査方法
提案の審査は、審査会において行います。
２　評価項目及び配点
審査の評価項目及び配点は次のとおりとします。

	評　価　項　目
	配点
	小計

	会社内容に関する事項
	1 会社概要、財務状況
	10
	10点

	業

務

委

託

に

関

す

る

事

項
	受託実績
	2 業務実績
	15
	340点

	
	業務体制
	3 業務体制
	40
	

	
	
	4 研修教育
	10
	

	
	地域貢献
	5 地域貢献（地元経済・地元雇用）
	20
	

	
	業務履行方法等
	⑥窓口及び電話等受付業務
	15
	

	
	
	⑦量水器の点検（検針）業務
	35
	

	
	
	⑧再検針業務
	20
	

	
	
	⑨量水器取り付け、引き上げ業務
	10
	

	
	
	⑩調定及び調定更正業務
	10
	

	
	
	⑪収納業務
	30
	

	
	
	⑫精算業務
	10
	

	
	
	⑬開閉栓業務
	10
	

	
	
	⑭滞納整理業務
	35
	

	
	
	⑮給水停止業務
	15
	

	
	
	⑯セキュリティ及び個人情報保護
	10
	

	
	
	⑰水道料金システム運用業務
	45
	

	
	その他の業務提案
	⑱その他の業務提案
	10
	

	危機管理に関する事項
	⑲防災、災害及び緊急時等危機管理
	15
	15点

	提案価格に関する事項
	⑳提案価格
	65
	65点

	合　　　　　計
	430点


３　評価の着眼点
評価は主に、委託業務に対する理解度、説明能力、意欲、業務提案書の的確性、表現力、独創性、実施手順の妥当性、社員配置の妥当性、提案内容の根拠、解析力等を基準に評価します。また、提案内容全体としていかにお客さまへのサービス向上のために優れた提案がなされているか等の点も考慮します。また、各項目の作成において、審査ポイントとなる点を次に記します。
①　会社概要、財務状況
　　　会社の規模、経営状況を総合的に判断し、将来にわたり安定して委託業務を行い得る経営基盤があるかということを重視し、評価する。
ア　会社の規模、財務状況からの履行能力はあるか。
イ　プライバシーマーク等個人情報に関する公的認証の取得状況はどうか。
②　業務実績
　近年、業務実績(実績数、規模、年数等)をどの程度有しているかを重視し、評価する。
ア　業務実績(実績数、規模、年数等)の受託実績はどうか。
イ　受託業務（検針、調定、収納、受付、滞納整理、水道料金システム運用業務等）の一括した業務の受託実績はどうか。

ウ　水道料金システム等を構築し、自治体での運用実績があるか。
③　業務体制
　　　業務体制に関しては、以下の項目を重視し、総合的に優れた業務体制が取れることを評価する。
ア　指揮命令系統と責任体制をどのように考えているか。また、各種業務の命　　
　　　令系統が横断的になされ、検針から納付まで使用者の情報が共有化されている

　　　か。

イ　業務従事者の雇用の安定と雇用環境の向上が図られるか。

ウ　委託業務全体を総括できる責任者はどのような経験及び能力を有しているか。
エ　年齢、経験年数、能力など委託業務遂行にあたり、人材が適切かつ十分であるか。
オ　年間業務の執行計画について示すこと。また、急な欠員が発生した場合、どのような対応ができるか。
カ　偽装請負の問題など、会社の信用性については問題ないか。

キ　不祥事の防止対策並びに発生時の対応についてどのように考えているか。
ク　法的対応が必要になった場合、どのような対応ができるか。

④　研修教育
研修教育体制に関しては、以下の項目を重視し、評価する。
ア　接遇及びクレーム対応について、どのような研修教育体制がとれるか。
イ　ア以外について、どのような研修教育体制がとれるか。
⑤　地域貢献（地元経済・地元雇用）
　　　地域貢献（地元経済・地元雇用）に関しては、以下の項目を重視し、評価する。
ア　地元経済への貢献等について、どのように優れた提案があるか。
イ　地元雇用についてどのように考えているか。

ウ　資機材などの地元調達についてどのように考えているか。
エ　地元の活性化等に対する貢献（社会貢献及び経済貢献等）についてどのような優れた提案があるか。
⑥　窓口及び電話等受付業務
　　　窓口及び電話等受付業務に関しては、以下の項目を重視し、評価する。

　　　ア　各種受付業務に対し水道料金システムへの登録ミスをどのように防ぐか。
イ　各種受付業務における苦情を適切に処理し、再発防止をどのように図れるか。

ウ　当該業務の確実な遂行のための対策並びに改善及び効率化に対し、どのように優れた提案があるか。

⑦　量水器の点検（検針）業務
　　　量水器の点検（検針）業務に関しては、以下の項目を重視し、評価する。

ア　検針をどのような機器（ハンディターミナル等）を使用して行うのか、また、その機能及び操作性等は十分な性能を持っているか。

イ　各種障害による検針不能にどのように対応するか。

ウ　水量の大幅増減等があった場合、どのように対応するか。
エ　悪天候等による検針遅れや、検針に係る苦情等の対応は十分か。

オ　漏水及び不正使用を検針時に発見するための方策はあるか。
カ　検針員に対する研修並びに業務管理をどのように行うか。

キ　当該業務の確実な遂行のための対策並びに改善及び効率化に対し、どのように優れた提案があるか。

⑧　再検針業務

　　　再検針業務に関しては、以下の項目を重視し、評価する。

ア　認定とした検針についてどのように対応するか。

イ　漏水減額を行う際、助言や苦情対応、減額処理についてどのように行う

　か。

ウ　再検針業務についてどのような体制がとれるか。

エ　当該業務の確実な遂行のための対策並びに改善及び効率化に対し、どのように優れた提案があるか。

　　⑨　量水器取り付け、引き上げ業務

　　　量水器取り付け、引き上げ業務に関しては、以下の項目を重視し、評価する。

　　　ア　量水器の脱着に対する技術・知識等を備えた者を配置されるか。

　　　イ　同一個所での複数の引き上げ等にも対応できる体制がとれるか。

⑩　調定及び調定更正業務

調定及び調定更正業務に関しては、以下の項目を重視し、評価する。

ア　不納欠損に係る資料の作成について、どのように交渉記録を整理・保存するか。

イ　当該業務の確実な遂行のための対策並びに改善及び効率化に対し、どのように優れた提案があるか。

⑪　収納業務
　　　収納業務に関しては、以下の項目を重視し、評価する。

ア　窓口等での適正な現金の収受及び管理をどのように行うか。

イ　現地清算等の集金での適正な現金の収受及び管理をどのように行うか。
ウ　収納率の向上についてどのように優れた提案があるか。

エ　口座振替推進についてどのように優れた提案があるか。

オ　無届により使用している使用者の発見及び料金等の徴収を、どのような方法で行うか。

カ　当該業務の確実な遂行のための対策並びに改善及び効率化に対し、どのように優れた提案があるか。
⑫　精算業務

　　　精算業務に関しては、以下の項目を重視し、評価する。

ア　現地精算についてどのように優れた提案があるか。
イ　現地精算以外で他にどのような優れた提案があるか。
⑬　開閉栓業務
　　　　開閉栓業務に関しては、以下の項目を重視し、評価する。
ア　繁忙期における開閉栓業務についてどのような体制がとれるか。

イ　当該業務の確実な遂行のための対策並びに改善及び効率化に対し、どのように優れた提案があるか。

⑭　滞納整理業務
　　　　滞納整理業務に関しては、以下の項目を重視し、評価する。

ア　滞納整理要員として専門的知識を持つ経験豊富な人材、適正な人数の配置
　は可能か。

イ　苦情、不当要求等にどのように対応するか。

ウ　悪質、常連滞納者に対してどのように対応するか。
エ　無届により転出した滞納者の調査をどのように行うか。
オ　滞納件数の減少について、どのように優れた提案があるか。尚、口座振替の推進について具体的に示すこと。
カ　滞納整理の早期解決について、どのように優れた提案があるか。

　　　キ　当該業務の確実な遂行のための対策並びに改善及び効率化に対し、どのように優れた提案があるか。

⑮　給水停止業務

　　　給水停止業務に関しては、以下の項目を重視し、評価する。

ア　給水停止後の無断使用について、どのように対応するか。

イ　誓約書による給水停止解除及び未収金の収納について、どのように対応するか。

ウ　当該業務の確実な遂行のための対策並びに改善及び効率化に対し、どのように優れた提案があるか。
⑯　セキュリティ及び個人情報保護
　　　　セキュリティ及び個人情報保護に関しては、以下の項目を重視し、評価する。
ア　検針、開閉栓、給水停止業務等で市内へ持出す帳票等の個人情報の管理について、どのような対応がとれるか。
イ　その他、個人情報保護に関する従事者への周知及び管理体制をどのように考えているか。
⑰　水道料金システム運用業務

水道料金システム運用業務に関しては、以下の項目を重視し、評価する。

ア　機器の台数、能力及び管理運営体制が業務の遂行にあたり、効果的で十分であるか。

イ　水道料金システム取扱いに配置する人材(年齢、経験年数、能力等)は業務遂行にあたり、適切かつ十分であるか。

ウ　プログラム及び帳票類に変更が発生した場合、迅速に対応が可能か。またシステムの安定性については問題ないか。
エ　データ入力ミス等に対し、チェックリストや、複数人での確認など十分な対策が整っているか。

オ　入力原票等書類の保管はどのように行うのか、また内容確認がスムーズに行えるか。
カ　量水器管理(登録、検定期限、取替履歴等) を管理する機能は十分か。

キ　将来需要、料金改定シミュレーション機能は充実しているか。

ク　センターにおいて、必要なデータを引き出すにあたりどのような仕組みを提供できるか。

ケ　どのようなセキュリティ対策が講じられているか。

⑱　その他の業務提案
　　　　その他の業務提案に関しては、以下の項目を重視し、評価する。
ア　給水収益を増加させるためにどのような提案があるか。

イ　体制や計画に無理が無く、委託に際して信頼がおけるか。また、優れた新しい提案はあるか。

⑲　防災、災害及び緊急時等危機管理
　　　防災、災害及び緊急時等危機管理に関しては、以下の項目を重視し、評価する。
ア　地震、火災等の災害に備え、十分な防災対策を講じるとともに、災害が発生した場合の対策があるか。
イ　業務中の事故、盗難等による個人情報流失などの緊急事態に対して、適切な対応がとれるか。
ウ　広範囲にわたる断水事故等が発生した場合、運搬給水等の対応についてどのような協力体制がとれるか。
⑳　提案価格
　　　提案価格は、次の方法により得点化する。
　　　提案価格得点＝65－65×（提案価格-最低提案価格）/最低提案価格

（※上記、得点化計算式において、マイナス値が出た場合は0点とする。）
なお、提案価格得点は、小数点以下を切り捨て、求める。

４　審査基準

2 　審査会は「評価の着眼点」に基づき、評価項目ごとに点数評価を行う。 

②　審査会各委員の持ち点（365点）を合算した値（満点）の６割を最低基準とし、最低基準に満たないプロポーザル参加者は選外とする。

③　評価項目ごとの配点の合計と提案価格点の合計をプロポーザル参加者の評価点とする。
④　プロポーザル参加者ごとの評価点を比較し、高い点の者から順位を付す。ただし、評価点が同じ場合は見積額の少ない者を上位とする。なお、同点かつ見積額が同額の場合は審査会で協議して順位を決定する。

⑤　最も高い順位者を優秀提案として選定する。

５　審査結果の通知
　　　審査の結果は、各提出者にメールにより通知します（様式７）。なお、電話等による結果の問い合わせには応じません。

６　審査結果の公表
審査の結果は、浄水場情報コーナー及び本市ホームページにおいて公表します。
７　契約
⑴　審査会において、最上位となった提案者と業務提案書を参考に協議を行い、協議が整った場合に提案額の範囲内で契約を締結します。なお、協議の際、水準書及び提出した業務提案書の内容を一部変更する場合があります。
⑵　最上位となった提案者との協議が合意に達しない場合又は契約に関する諸手続きの中で合意に達しない場合は、最上位の直近下の提案者と協議を行うこととします。更に合意に達しない場合は、その直近の下位となった提案者と協議を行うものとします。

８　その他
　受託事業者決定後から受託業務開始までは、準備期間として必要な経費等は受託事業者の負担とします。
９　問い合わせ先
門真市環境水道部　お客さまセンター
〒　571‐0053　門真市泉町７番23号
TEL　06‐6903‐8149
（Ｅメール：sui02@city.kadoma.osaka.jp
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